
主要な都道府県の条例における化学物質の適正管理に関する規定の比較 
                                                                                                  （１）  

比 較 項 目 埼   玉   県 東   京   都 神  奈  川  県 愛   知   県 

根 拠 条 例 生活環境保全条例 
（平成 13年７月 17日条例第 57号） 

 

都民の健康と安全を確保する 
環境に関する条例 

（平成 12年 12月 22日条例第 215号） 

生活環境の保全等に関する条例 
（平成９年 10月 17日条例第 35号） 

（平成 16 年３月 30 日条例第 22 号一部改正） 

県民の生活環境の保全等に関する条例 
（平成 15年３月 25日条例第７号） 

 
化学物質の適正な管理に関する指針（平成 17
年１月 14日告示第 12号） 
  事業者が実施する化学物質の適正な管 
  理に係る取組を支援するための指針 
 ※ 制定根拠 ： 条例第４０条 

指針の名称、趣旨 
及 び 制 定 根 拠 

特定化学物質管理指針（平成 14年３月 29日告
示第 612号） 
  特定化学物質等取扱事業者が特定化学 
  物質等を適正に管理するために取り組 
  むべき措置に関する指針 
 ※ 制定根拠 ： 条例第７２条第１項 
 
 
 
 
 
 

化学物質適正管理指針（平成 13年９月 28日告
示第 1181号） 
  放射性物質を除く元素及び化合物（以 
  下「化学物質」という。）を取り扱う 
  事業者による化学物質の管理の適正化、 
  環境への排出の抑制、有害性の少ない 
  代替物質への転換及び事故の防止（以 
  下「化学物質の適正管理」という。） 
  等の確保を図るため、当該事業者が化 
  学物質を適正に管理するために行うべ 
  き措置等を示した指針 
 ※ 制定根拠 ： 条例第１０８条第１項 

化学物質の安全性影響度の評価に関する指針

（平成 17年１月 14日告示第 13号） 
  指定事業所の設置者が実施する安全性 
  影響度の評価及びその低減の取組を支 
  援するための指針 
 ※ 制定根拠 ： 条例第４０条の３ 
 

化学物質適正管理指針（平成 15年８月 22日告
示第 664号） 
  化学物質（元素及び化合物（それぞれ 
  放射性物質を除く。）をいう。以下同 
  じ。）を業として取り扱う者が化学物 
  質を適正に管理するために講ずべき措 
  置に関する指針 
 ※ 制定根拠 ： 条例第６７条 
 
 
 
 

対象化学物質 ○特定化学物質     ‥‥ ４９９物質 
 ・第一種指定化学物質 ‥‥ ３５４物質 
 ・第二種指定化学物質 ‥‥  ８１物質 
 ・規則で定めるもの ※  ‥‥  ６４物質 
 ※ 化学物質（放射性物質を除く元素及び化合物を

いう。）のうち人の健康を損なうおそれ又は動植物

の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれのある

ものとして規則で定めるもの 
○特定化学物質を１％（特定第一種指定化学物

質は 0.1％）以上含む製品 
 → 「特定化学物質等」と総称 

○放射性物質を除く元素及び化合物 
 
※ 届出等の対象は、適正管理化学物質を 100 

kg以上使用する者 
 → 適正管理化学物質  ‥‥ ５８物質 
   ・５８物質中４０物質は、第一種指定化

学物質に該当 
 
 
 

○評価対象物質     ‥‥ ４３５物質 
 ・第一種指定化学物質 ‥‥ ３５４物質 
 ・第二種指定化学物質 ‥‥  ８１物質 
 
 
 
 
 
 
 

○特定化学物質等    ‥‥ ３５４物質 
 ・第一種指定化学物質 ‥‥ ３５４物質 
 
 
 
 
 
 
 
 

指針の対象者 特定化学物質等を業として取り扱う者 化学物質（放射性物質を除く元素及び化合物）

を取り扱う事業者 
○化学物質の適正な管理に関する指針 
   → 事業者 
○化学物質の安全性影響度の評価に関する指

針 
   → 第一種指定化学物質等取扱事業者 

化学物質を業として取り扱う者 

 

指 針 の 構 成 
（ 章 立 て ） 

第１ 趣旨 
第２ 特定化学物質等の適正管理の方法に関 
   する事項 
 １ 管理の体系化 
  ( 1 ) 基本方針 
  ( 2 ) 管理計画 
  ( 3 ) 管理計画の実施 

１ 目的 
２ 化学物質の使用量等の把握 
 ( 1 ) 化学物質の使用量等の把握 
 ( 2 ) 化学物質の使用量等の算出方法 
３ 化学物質の適正管理 
 ( 1 ) 化学物質の取扱状況の調査及び整理 
 ( 2 ) 化学物質の取扱工程の内容 

≪化学物質の適正な管理に関する指針≫ 
１ 事業所における適正管理事項 
 ( 1 ) 管理体制の整備 
  ア 管理組織の整備 
  イ 管理規程類の整備 
  ウ 環境の保全に関する研修の実施 
  エ 事業所内の表示事項 

１ 目的 
２ 管理の方法 
 ( 1 ) 年間の取扱量、排出量及び移動量の把 
   握 
  ア 年間取扱量 
  イ 年間排出量及び年間移動量 
 ( 2 ) 情報の収集 

大阪府環境審議会 揮発性有機化 
合物・化学物質対策部会（第１回） 資料１－１（別添１） 
平 成 １ ８ 年 ５ 月 １ ６ 日 

これとは別に、排出基準の設定による「有害ガス」の規

制が有 ： 対象物質は、弗素及びその化合物等４３物

質（うち、４１物質は適正管理化学物質と同じ） 
 〔条例第６８条、別表第七の三号の〕 



主要な都道府県の条例における化学物質の適正管理に関する規定の比較 
                                                                                                  （２）  

比 較 項 目 埼   玉   県 東   京   都 神  奈  川  県 愛   知   県 

 指 針 の 構 成 
（ 章 立 て ） 

  ( 4 ) 管理の状況の評価及び基本方針等の 
    見直し 
 ２ 適正管理のための情報の収集、整理等 
  ( 1 ) 特定化学物質等の取扱状況の把握 
  ( 2 ) 特定化学物質の取扱量の把握に関す 
    る事項 
  ( 3 ) 特定化学物質等の性状等の把握 
  ( 4 ) 特定化学物質等の適正管理に関する 
    情報の収集 
 ３ 管理対策の実施 
  ( 1 ) 設備点検等の実施 
  ( 2 ) 特定化学物質を含有する廃棄物の管 
    理 
  ( 3 ) 設備の改善等による排出の抑制 
第３ 特定化学物質等の回収、再利用その他 
   の使用の合理化に関する事項 
 １ 特定化学物質等の使用の合理化に関す 
   る取組 
 ２ 特定化学物質等の使用の合理化対策 
第４ 特定化学物質等の取扱いに関する県民 
   の理解の増進に関する事項 
 １ 体制の整備 
 ２ 情報の提供等 
 ３ 県民の理解を増進するための人材の育 
   成 
第５ 事故の防止対策に関する事項 
 １ 事故の防止対策 
 ２ 事故処理マニュアルの整備等 
 ３ 事故発生時の対応 
第６ ＩＳＯ１４００１による環境管理シス 
   テム等との関係 
第７ 手順書の作成に関する事項 
 

 ( 3 ) 化学物質の管理方法等 
  ア 排出を防止する設備等の内容及び保 
    守管理 
  イ 排出状況の監視の方法 
  ウ 化学物質の使用合理化等排出削減に 
    関する取組方法 
  エ 有害性の少ない代替物質への転換 
  オ 適正管理に関する規程の整備 
 ( 4 ) 事故時等の対応 
  ア 事故の防止対策 
  イ 事故処理マニュアルの整備等 
 ( 5 ) 管理組織 
  ア 管理組織の設置 
  イ 管理組織の業務内容 
  ウ 管理組織図 
 ( 6 ) 従業員への教育及び訓練の実施 

 (2) 県民の理解の増進に関する事項 

  ア 情報の提供 

  イ 人材の育成 

 (3) 情報の収集及び整理 

  ア 化学物質の危険性及び有害性等の把 

    握と評価 

  イ 新規導入化学物質等の危険性及び有 

    害性等の評価 

  ウ 受入れ、保管、使用、製造の量及び 

    方法の把握 

 (4) 使用量及び排出量がより少ない技術の 

   導入及び機器の使用 

  ア 技術情報の収集 

  イ 工程管理対策 

 (5) 回収、除去及び処理のためのより効率 

   的な技術の導入及び設備の使用 

  ア 技術情報の収集 

  イ 化学物質の排出処理対策 

 (6) 自己監視及び自己測定 

  ア 環境中への排出の量及び方法の把握 

  イ 環境汚染の実態把握 

２ 災害及び事故対策の実施 

 (1) 未然防止対策 

  ア 施設及び設備等の整備 

  イ 事故体制の整備 

 (2) 災害及び事故の対応 

  ア 関係機関への通報 

  イ 県民への情報の提供 

３ 化学物質を含む廃棄物の量の把握と適正 

  処理 

 (1) 廃棄の量及び方法の把握 

 (2) 化学物質を含む廃棄物の管理事項 

  ア 廃棄物の発生抑制 

  イ 廃棄物の保管 

  ウ 廃棄物の適正処理 

 

 

   ア 取り扱う化学物質の種類、爆発性、 
     毒性等の性状、取扱上の注意事項、 
     適用法令等 
   イ 排出抑制等に関する技術情報 
 ( 3 ) 管理方針及び管理計画 
  ア 管理方針 
  イ 管理計画 
 ( 4 ) 排出防止対策 
  ア 取扱施設の適正な保守管理 
  イ 取扱施設からの排出抑制措置 
  ウ 代替化学物質への転換の検討 
 ( 5 ) 管理組織 
  ア 管理責任者及び担当者の選任 
   ( ｱ ) 管理責任者 
   ( ｲ ) 担当者 
  イ 管理責任者及び担当者の役割 
   ( ｱ ) 管理責任者の役割 
   ( ｲ ) 各担当者の役割 
  ウ 教育及び訓練 
３ 事故の予防及び事故発生時の措置 
 ( 1 ) 事故予防対策 
  ア 取扱化学物質の危険性の周知 
  イ 取扱施設の保守管理 
  ウ 取扱施設の整備及び改良 
  エ 連絡体制の整備 
  オ 避難体制の整備 
  カ 応急措置体制の整備 
  キ 事故対応マニュアルの作成 
  ク 訓練の実施 
 ( 2 ) 事故発生時の措置 
  ア 被災状況の確認及び人命の救助 
  イ 事故発生時の応急措置及び通報 
  ウ 周辺住民への連絡 
  エ 流出防止等の措置 
４ 化学物質の管理及び排出状況に関する県 
  民への情報提供 
 ( 1 ) 組織の整備 



主要な都道府県の条例における化学物質の適正管理に関する規定の比較 
                                                                                                  （３）  

比 較 項 目 埼   玉   県 東   京   都 神  奈  川  県 愛   知   県 

 指 針 の 構 成 
（ 章 立 て ） 

  ≪化学物質の安全性影響度の評価に関する指 

針≫ 

１ 化学物質の安全性影響度の評価の対象事 

  業所等 

 (1) 対象事業所 

 (2) 評価の対象となる原材料等 

 (3) 評価対象物質に関する情報の収集 

２ 評価対象物質の安全性影響度の評価 

 (1) 安全性影響度の評価 

 (2) 評価対象物質の年間取扱量及び保管量 

   の把握 

 (3) 評価対象物質の年間排出量の算出 

 (4) 指定事業所のランク付け 

  ア ランク付けの考え方 

  イ 「人の健康への影響」及び「生態系 

    への影響」に基づいた有害性評価 

  ウ ランク付けの方法 

 (5) 指定事業所の安全性影響度の評価方法 

   と活用 

  ア 安全性影響度の評価方法 

  イ 安全性影響度の評価結果の活用 

３ 安全性影響度の低減対策 

 (1) 目標対策 

 (2) 評価対象物質管理目標の作成と実施 

  ア 評価対象物質管理目標の作成 

  イ 評価対象物質管理目標の実施 

 (3) 県民への情報提供 

   （管理目標の内容及びその達成状況） 

４ 留意事項 

 (1) 日本工業規格（以下「規格」という。） 

   Q14001による環境目的及び環境目標と 

   の関係 

 (2) 化学物質の適正な管理に関する指針と 

   の関係 

 

 ( 2 ) 情報の提供 
５ ＩＳＯ１４００１による環境管理システ 
  ムとの関係 
６ 特定化学物質等管理書の作成 
 

 
 



主要な都道府県の条例における化学物質の適正管理に関する規定の比較 
                                                                                                  （４）  

比 較 項 目 埼   玉   県 東   京   都 神  奈  川  県 愛   知   県 

化 学 物 質 の 
使用量等の報告 

対 象 物 質 ： 特定化学物質（４９９物質） 
            （条例第７１条） 
対象事業所 ： ①法該当の２３業種 
        ②常時使用する従業員数が 
         ２１人以上 
        ③いずれかの特定化学物質 
         の取扱量が500 kg以上 
         （条例第７４条第２項） 
報 告 項 目 ： 事業所毎、特定化学物質毎 
        の取扱量（使用量、製造量、 
        取り扱う量） 
         （条例第７４条第２項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
報 告 期 限 ： ６月末日 
         （条例第７４条第２項） 
罰 則 規 定 ： ５万円以下の過料 
           （条例第１３５条） 

対 象 物 質 ： 適正管理化学物質 
        （５８物質） 
対象事業所 ： いずれかの適正管理化学物 
        質の取扱量が100 kg以上で 
        ある事業所 
 
 
 
報 告 項 目 ： 取扱量が100 kg以上であっ 
        た適正管理化学物質の使用 
        目的、使用量、製造量、製 
        品としての出荷量、環境へ 
        の排出量及び移動量 
 
 
 
 
 
 
 
報 告 期 限 ： ６月末日 
        （条例第１１０条第１項） 
罰 則 規 定 ： 科料 
           （条例第１６３条） 

対 象 物 質 ： 第一種指定化学物質 

        （３５４物質） 

対象事業所 ： 法の第一種指定化学物質等 

        取扱事業者 

 

 

 

 

報 告 項 目 ： ①化学物質の取扱量・用途、 

         環境への排出量及び廃棄 

         物としての移動量及び化 

         学物質管理目標としての 

         指標となる項目 

        ②指標項目の達成目標及び 

         達成までの予定期間並び 

         に達成目標を実現するた 

         めの取組内容（初回） 

        ③指標項目の達成状況及び 

         取り組んだ内容（２回目 

         以降） 

報 告 期 限 ： ６月末日 

    （条例第４２条第１項及び第２項） 

罰 則 規 定 ： なし 

対 象 物 質 ： 特定化学物質（３５４物質） 
 
対象事業所 ： 特定化学物質等取扱事業所 
        （＝法の第一種指定化学物 
        質等取扱事業者の該当事業 
        所） 
 
 
届 出 項 目 ： 特定化学物質の取扱量 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
届 出 期 限 ： ６月末日 
         （条例第６８条第２項） 
罰 則 規 定 ： ３万円以下の過料 
           （条例第１１５条） 

化 学 物 質 の 
使用量等の公表 

実 施 主 体 ： 県 
公 表 内 容 ： 特定化学物質の取扱量等の 
        地域別集計結果 
         （条例第７４条第３項） 
 
 

 
 

（ 規 定 な し ） 
 
 
 

実 施 主 体 ： 県 

公 表 内 容 ： 「化学物質の使用量等の報 
        告」の欄の報告内容の各項 

        目の内容をとりまとめた結 

        果 

         （条例第４２条第３項） 

 
 

（ 規 定 な し ） 
 
 
 

事業所における 
化学物質の管理に 
関する規定類の 
作 成 及 び 届 出 

名   称 ： 手順書 
 
 
 
 
 
 

名   称 ： 化学物質管理方法書 
 
 
 
 
 
 

名   称 ： 環境配慮書 

        ・化学物質の適正な管理に 

         係る事項 

        ・化学物質の安全性に着目 

         した環境への影響度の評 

         価に係る事項 

 

名   称 ： 特定化学物質等管理書 
 
 
 
 
 
 



主要な都道府県の条例における化学物質の適正管理に関する規定の比較 
                                                                                                  （５）  

比較項目 埼玉県 東京都 神奈川県 愛知県 

事業所における 
化学物質の管理に 
関する規定類の 
作 成 及 び 届 出 

作成義務者 ： 「化学物質の使用量等の報 
        告」の欄の対象事業所に該 
        当する者 
 
提出義務者 ： 「化学物質の使用量等の報 
        告」の欄の対象事業所に該 
        当する者 
 
 
 
提 出 期 限 ： 新規該当者 該当すること 
        となった年度の９月末日 
        変更した者 速やかに 
 
    （条例第７５条第１項及び第２項） 

作成義務者 ： 適正管理化学物質取扱事業 
        者 
 
 
提出義務者 ： 適正管理化学物質取扱事業 
        者のうち、従業員数が２１ 
        人以上で、かつ、いずれか 
        の適正管理化学物質の年間 
        取扱量が100 kg以上である 
        者 
提 出 期 限 ： 作成時 遅滞なく 
        変更時 遅滞なく 
 
 
   （条例第１１１条第１項及び第２項） 

作成義務者 ： 指定事業所の設置の許可及 

        び変更許可を受けようとす 

        る者 

 

 ※ 環境配慮書は、許可（変更許可）申請 

   時の添付書類の一つ 

 

 （設置許可 ：条例第３条） 

 （環境配慮書の提出 ： 条例第１６条） 

 

 

 

 

 

 

作成義務者 ： 常時使用する従業員の数が 
        ２１人以上の特定化学物質 
        等取扱事業所を有している 
        特定化学物質取扱事業者 
提出義務者 ： 常時使用する従業員の数が 
        ２１人以上の特定化学物質 
        等取扱事業所を有している 
        特定化学物質取扱事業者 
 
 
提 出 期 限 ： 新規の提出 提出義務者に 
        該当することとなった日 
        から６ヶ月以内 
        変更の提出 速やかに 
    （条例第６９条第１項及び第２項） 

事 故 時 の 措 置  

（化学物質に特化した規定はなし） 

 

 

※ 事故時の措置に関する一般的な規定は、条

例第１０９条に有 

 

 

（化学物質に特化した規定はなし） 

 

 

※ 事故時の措置に関する一般的な規定は、条

例第９８条に有 

 

 

（化学物質に特化した規定はなし） 

 

 

※ 事故時の措置に関する一般的な規定は、条

例第１１３条に有 

 

≪規定内容≫ 
 ① 事故の状況の通報 
 ② 講じた応急措置の内容等の届出 
 ③ 応急措置を講じるべきことを命令 
 ④ 事故の再発の防止のために必要な措置 
   の勧告 
     （条例第７０条第１項～第３項） 

事 業 者 に よ る 
住 民 に 対 す る 
情 報 の 提 供 

対象者 ： 特定化学物質等取扱事業者 

 

内 容 ： 特定化学物質の管理の状況に関 

      する情報 

          （条例第７３条第２項） 

対象者 ： 化学物質を製造し、又は販売す 

      る者 

内 容 ： 保有している化学物質の性状、 
      取扱方法、代替物質等に関する 
      情報 
        （条例第１０９条第２項） 

対象者 ： 化学物質管理目標を作成した事 

      業者 

内 容 ： 化学物質管理目標及び化学物質 

      管理目標の達成状況に関する情 

      報 

         （条例第４１条第４項） 

 

 

（ 規 定 な し ） 

 

 

 

都道府県による 
情 報 の 提 供 

目的 ： 県民の理解を深めるため 
 
 
内容 ： 特定化学物質等の性状及び取扱い 
     に関する情報 
 
         （条例第７２条第３項） 

 
 
 
内容 ： 化学物質の性状、取扱方法、代替 
     物質等に関する情報 
 
        （条例第１０９条第１項） 

目的 ： 事業者が実施する化学物質の適正 

     な管理に係る取組に資するため 

 

内容 ： 事業者向け 化学物質の適正な管 

     理するための情報 

     県民向け 化学物質の性状並びに 

     管理及び排出の状況に関する情報 

    （条例第４１条第１項及び第２項） 

目的 ： 事業者が行う化学物質の管理の適 
     正化を促進し、化学物質に関する 
     県民の理解を深めるため 
内容 ： 化学物質の性状、取扱方法等の化 
     学物質に関する情報 
            （条例第７１条） 

 


